「『小さな政府』=大きな国民負担に反対し、もうひとつの日本、安心できる公務・公共サービスをめざす闘争本部」

　「もうひとつの日本」闘争本部NEWS　　
全国労働組合総連合　℡03-5842-5611　Fax03-5842-5620  e-mail:webmaster@zenroren.gr.jp
2006年2月14日　No.6
「もうひとつの日本」闘争本部のたたかいに賛同

安全を勝ち取り、真の幸せな日本を取り戻そう
昨年の　｢もうひとつの日本｣闘争本部発足総会で来賓として連帯あいさつをいただいた、航空安全推進連絡会議の大野議長から連帯のメッセージが寄せられましたので紹介します。
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｢もうひとつの日本｣闘争本部も支援・連帯

2・10国公労連が｢公共サービス商品化｣反対で中央行動展開
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国公労連は、2月10日に「公共サービス商品化」や「国家公務員の純減」反対を掲げて中央行動を実施。政府は当日の閣議で｢競争の導入による公共サービスの改革に関する法律案｣を閣議決定し、さらに、国家公務員の5年間5％純減などの「行政改革推進法案」の概要も決定したことから、怒りの中央行動となりました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昼休みの行革推進事務局前行動には、1

50人の国公労働者が参加。｢もうひとつの日本｣闘争本部も支援・連帯に駆けつけ、闘争本部の坂内事務局長が連帯のあいさつを行いました。この行動には、建交労や生協労連、郵産労、特殊法人労連、公務労組連、自治労連、全教の仲間も激励に駆けつけました。

　　　　　　 　国公労連は、人事院前昼休み行動に参加した500人も結集して、日比谷公会堂で｢許すな！公共サービス商品化　怒りの大集会｣を開催。｢もうひとつの日本｣闘争本部の熊谷本部長が激励のあいさつをしました。集会後は、国会にむけたデモ行進を行いました。
【大阪自治労連発】
｢小さな政府｣と｢大きな国民負担｣を考えるシンポジウムを開催
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　大阪自治労連は2月12日、大阪社会保障推進協議会や大阪労連の共催も得て、｢小さな政府｣と「大きな国民負担｣を考えるシンポジウムを開催。自治体労働者や民間労働者、市民など180人が参加しました。
　シンポジウムに先駆けた講演では、金澤仏教大学教授が「小さな政府」のもとでの格差の拡大を指摘。｢憲法25条にもとづくナショナルミニマムの確立、人間らしい生活ができる最低賃金の確立をめざして、交契約運動など、社会的な連帯と共同を広げることが大事｣と呼びかけ、参加者の共感を呼びました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金澤教授のコーディネートによるシンポジウムでは、｢構造改革の対抗軸を探る｣をテーマに、読売テレビ労組の吉田さんが「報道現場から見た格差社会」を、松原市職労の大原さんが「自治体労組の役割」を、大阪府立大の中山教授が｢セーフィーネット｣について報告。参加者からは、｢構造改革に対し社会連帯で対抗することが大事だとわかった｣「公務員攻撃の本質を真剣に考えなければならない」などの感想が多数寄せられました。
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昨年来、航空では不具合事例が連発し、大変ご迷惑をおかけしております。個々の事例について原因を究明し再発防止策を立ててはいますが、企業は、原因を現場作業者の不注意にのみ押し付ける傾向が強く、経営施策や労働環境にはメスを入れず、企業責任を回避するやり方に終始しています。


　一連のトラブルの背景には、十数年にわたって行われた大幅な｢合理化｣があります。人員不足、特に熟練者の切り捨て、教育訓練の削減、契約制客室乗務員の導入、地上スタッフの子会社化、世界でも類のないパイロットの勤務条件の押し付けです。さらに、飛行機の整備は従来本社でしていたものを、労働条件の極端に低い子会社を作り委託する方式や、海外の低コスト・低品質会社へ持っていって整備する方式に変えられています。


　これらの｢合理化｣策が国の規制緩和政策によって正当化され、強行されていることは言うまでもありません。


　90年代前半、アメリカではすでに失敗とされた航空の規制緩和を導入するにあたって推進論者は、｢規制緩和は絶対必要。安全は企業に任せればよい、事故を起こす会社は淘汰される｣と市場万能、競争促進を絶賛していました。それでは安全は守れない、事故の犠牲者を前提とするのか、と激しい抗議が寄せられましたが、｢規制緩和は人を幸せにする｣と豪語していました。


　あれから10年、JR西日本の福知山線事故を目の当たりにして、改めて規制緩和政策とは企業の利益追求、安全軽視のいいわけであり、この悲惨な事故は国の規制緩和政策が起こしたのだと強く思います。建設も食品も同じでした。規制緩和は働くものを大切にしたのでしょうか。


　私たち航空に働くものは｢もうひとつの日本｣闘争本部のたたかいに賛同します。全国の同じ思いの人たちと手を取り合って、安全を勝ち取り、真の幸せな日本を取り戻すたたかいの一翼を担いたいと思います。





2006年2月13日


航空安全推進連絡会議議長　大野　則行　
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